
県庁における働き方改革の推進

1

１．各所属における働き方改革の実践について

・前回本部会議を受け現在実施中の取組みは、効果を評価
しながら改善し、継続

・成果が出ている取組み（現在とりまとめ中）は、
全庁で取り組むこと（後日通知）
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・紙で配布するという職員側の手間を解消
・その結果生じた、確認のタイミングがわからないという幹部側の不都合も解消

例示①）商工労働部の取組み
プレスリリースの部局幹部への共有をペーパーレス化
⇒ その結果生じてしまった不都合を「Box」の機能「Box Relay」で解消

従来のルール
プレスリリースをしたときは、
部の幹部に印刷して配布

紙配布からBox保存に
ペーパーレス化し、ファイルを
Boxに保存する形に
⇒いつ保存されたかわからない

紙配布

保存

確認

保存

確認
自動
メール

自動でメールが届く
Box Relayを活用し、ファイルを
Boxに保存したら、自動で幹部に
メールが届く仕組みを構築
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業務進捗をほぼ１００％可視化

メンバー間での業務割振りや、急な休暇時のヘルプに役立つように

例示②）くすり政策課の取組み
「知識、経験値に左右される」専門業務で、熟練経験者に業務が偏りがち
⇒ 各人業務をToDoリスト化。LoGoチャットのノート上で逐次係メンバーで共有

【Before】
上司も同僚も、各人業務について
・案件
・締切
・進捗
をそこまで把握していなかった
（※重要なもののみ共有）

そのため業務偏りも一定程度あり

【After】
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３．働き方改革の推進等に関する業績評価について
・各所属の働き方改革の取組み状況については、業績評価制度を
活用し、期首における面談等を通じた取組み内容の検討・目標
設定や期末での実績確認・評価をしっかり行うこと

２．各所属におけるテレワークの推進について
・今年度より全職員を対象とし、手続きの簡略化、実施場所の拡充、
利用拡大に向けた環境整備を行っているが、テレワークの支障と
なっている仕事の進め方や組織文化等を見直し、テレワークの推
進に一層取り組むこと


